
RIME日本の海事法制 －国際条約の国内法制化－

船舶の安全基準は、SOLAS条約（海上人命安全条約）
に準拠して船舶安全法で規定。

海洋環境の保全のための基準は、MARPOL条約（海洋
汚染防止条約）に準拠して海洋汚染防止法で規定。

日本籍船舶が満足すべき基準は、国際的に統一することを
基本として国際条約の基準に準拠して国内法令で規定。

条約が適用されない船舶（内航船・500総トン未満の貨物
船・漁船・軍艦等）に対する基準及び条約が定めていない
事項については、我が国独自に基準を規定。



RIME日本の海事法制 －国際条約と国内法－

＜国際条約と国内法の対比＞



RIME日本の海事法制 －日本の海事関係法規－

船舶に係る安全確保等

船舶の安全要件
〇船舶安全法
（構造・設備等の基準、
船舶の検査制度）

＜船員＞
〇船員法
（船員の職務、労働
条件等）
〇船舶職員及び小型
船舶操縦者法
（船員の資格免許）

＜海上交通安全＞
〇海上衝突予防法
（船舶の衝突予防航
法・灯火・信号）
〇海上交通安全法
（船舶輻輳海域での
航法）

〇港則法
（港内における航法
・灯火・信号）

海事保安
〇国際航海船舶及び国際
港湾施設の保安の確保等
に関する法律
（海事のテロ対策）

船舶の登録・測度

〇船舶法（日本船舶の登録）

〇船舶のトン数測度に関する法律（船舶のトン数測度）

〇小型船舶の登録等に関する法律（小型船舶の登録・トン数測度）

利用者利便の向上
〇バリアフリー法

（旅客船の構造設備要件）

海洋環境の保全
〇海洋汚染防止法

（油、有害液体物質の排出規制、

排出設備の検査）

海運の事業規制

〇海上運送法

（定期航路事業許可）

〇内航海運業法

（内航海運業許可）

〇港湾運送事業法

（港湾運送事業許可）

造船の事業規制

○造船法

（船台の許可）

○小型船造船業法

（小型船舶の造船事

業者の登録）



RIME

船舶安全法【法律】

船舶安全法施行令等【政令】

（国会において制定）

（内閣が法律を施行するために制定〔閣議決定〕）

船舶構造規則、船舶機関規則等【省令】

（大臣が法律若しくは政令を施行するため、又は法律等の
特別の委任に基づいて発する命令）

船舶検査心得、船舶検査の方法等【通達】

（所管の機関及び職員の職務運営に関する細目的事項、
法令の解釈、運用方針等に関する示達）

日本の海事法制 －船舶安全法の体系－



RIME

• 船舶安全法施行規則

• 船舶安全法の規定に基づく事業場の認定に関する規則

• 船舶等型式承認規則

• 小型船舶検査機構に関する省令

• 小型船舶検査機構の財務及び会計に関する省令

• 海上における人命の安全のための国際条約及び満載喫

水線に関する国際条約による証書に関する省令

• 漁船特殊規則

• 小型船舶に係る検査及び確認に関する省令 等

• 船舶構造規則

• 船舶機関規則

• 船舶設備規程

• 船舶救命設備規則

• 船舶消防設備規則

• 船舶防火構造規則

• 船舶復原性規則

• 満載喫水線規則

• 船舶区画規程

• 船舶自動化設備特殊規則

• 小型船舶安全規則

• 小型漁船安全規則

• 危険物船舶運送及び貯蔵規則

• 特殊貨物船舶運送規則 等

日本の海事法制 －船舶安全法関係政省令－

船舶安全法

• 船舶安全法施行令

• 船舶安全法第３２条の漁船の範囲を定める政令

• 船舶安全法第３２条の２の船舶の範囲を定める政令

[省令（実施手続き等）] [省令（技術的基準等）]

[政令]


